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阿賀野市規則第２９号 

   阿賀野市財務規則の一部を改正する規則 

 阿賀野市財務規則（平成１６年阿賀野市規則第５５号）の一部を次のように改正する。 

 第１３２条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、同条

第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の

１項を加える。 

２ インターネットを利用して公有財産及び物品の売払いを行う事務の手続（以下「公

有財産売却システム」という。）による一般競争入札を行う場合の契約保証金は、予定

価格の１００分の５以上とし、入札保証金をもって充当することができる。 

 第１４５条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし、公有財産売却システムによる競争入札の場合において、入札者がクレジッ

トカードにより入札保証金を納付するときは、この限りでない。 

 第１４５条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、公有財産売却システムによる一般競争入札にあっては、

当該一般競争入札に参加しようとする者は、当該入札に係る予定価格の１００分の５

以上に相当する金額の入札保証金を納付しなければならない。この場合において、入

札保証金に代えることができる担保は、第１９５条第１項に規定する有価証券等とす

る。 

 第１４８条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし、公有財産売却システムによる入札の場合は、この限りでない。 

 第１５１条に次の１項を加える。 

４ 第２項の規定にかかわらず、公有財産売却システムによる入札の場合は、入札書に

代えて当該システムに必要事項を登録させることにより行うことができる。 

 第１５１条の次に次の１条を加える。 

 （電子入札） 

第１５１条の２ 予算執行職員は、前条の規定にかかわらず、電子情報処理組織（市の

使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と入札に参加する者の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を

使用して行わせることができる。この場合において、電子情報処理組織を使用して行

う入札（以下「電子入札」という。）に参加する者は、前条に規定する入札書の提出に
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代えて、当該電子入札に参加する者の使用に係る電子計算機から入札金額その他必要

な事項を入力して、同条第２項に規定する指定の日時までに、市の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに記録することにより、入札しなければならない。 

 第１５４条第１項中「信書便（以下「郵便等」という。）入札」の次に「及び同条第４

項の規定による公有財産売却システムによる入札」を加え、同条第４項に次のただし書

を加える。 

  ただし、公有財産売却システムによる入札の場合はこの限りではない。 

 第１５４条第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第７項とし、同条中

第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、電子入札の場合は、公告で示した開札時刻経過後速やか

に開札することとし、入札者の面前において開札することを要しない。 

 第１５４条第５項の次に次の１項を加える。 

６ 電子入札により入札をした者に対しては、電子情報処理組織を使用して通知するも

のとする。 

 第１５８条第４項中「書面で」の次に「、電子入札により入札した者にあっては電子

情報処理組織を使用して、」を加える。 

 第１５８条の２第２項に次のただし書を加える。 

  ただし、電子入札により入札した者に対しては、電子情報処理組織を使用して通知

するものとする。 

 第１５８条の２中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、電子入札で同価格の入札をした入札参加者があった場合

は、電子入札システムにより入札書を提出する際に入札者が選択した３桁の番号等を

基に、電子入札システムにより落札者を定める。 

 第１６２条の２に次の１項を加える。 

２ 電子入札に係る指名をされた者が、その者の使用に係る電子計算機から入札金額そ

の他必要な事項を入力して、指定の日時までに市の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録しない場合は、当該入札につき指名を辞退したものとみなす。 

 第１９５条第１項中「低い方の額」の次に「、公有財産売却システムを管理する事業

者の保証にあってはその保証する額」を加え、同項第１０号中「社債券」の次に「その

他の有価証券」を加え、同号を同項第１１号とし、同項第９号の次に次の１号を加える。 

 （１０） 公有財産売却システムを管理する事業者の保証 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、改正後の阿賀野市財務規則の規定は、令和６年９

月１日から適用する。 


